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	受託者
	企業（団体）名

及び代表者職・氏名
	特定非営利活動法人ボランタリーネイバーズ

　　　　　　　　　　理事長　　大西光夫　　　印　　　　　　　　　　　　　　　

	
	住所
	〒461-0005

名古屋市東区東桜2-18-3　コープ野村702

	事業名

（テーマ）
	捕獲した野生動物（山村の地域資源）の活用

	事業内容※1

・目的

・実施内容

等について、記載すること。 


	１、＜基本目的＞
・未利用・低活用状態にある「捕獲や駆除された野生動物（主にイノシシ、鹿）」の生肉や皮革、角などを加工・販売するなどして有効活用したり、山村の自然的資源を観光資源として活用することにより、農山村地域への資源（お金・人など）の継続的な還流を図り、もって農山村地域の活性化を図ること。（「山村活性化有効活用型獣害対策事業」）
・ＮＰＯが実施する非営利の公益事業として位置付け、継続的に本事業に従事する意欲のある者を雇用し、事業の継続発展を図る。

２、＜2010年度の取り組み（概括）＞
・８月からの事業開始となったため、２名を雇用（当初１名で予定）し、捕獲・屠殺・解体処理・精肉製造作業の研修を実施し人材育成を行った。
・ＮＰＯや個人からの寄付金や借入金及びボランティアの力で解体施設を完成させた。解体施設建設を通して中部猟踊会の実行体制が整った。
・マスコミに対して、「山村活性化有効活用型獣害対策事業」の報道依頼を行い、社会啓発を促進した。（ＮＨＫ、中日新聞、朝日新聞、共同通信、中部経済新聞、岐阜新聞、日本農業新聞）

・マスコミ報道の効果により、名古屋地域を中心に、野生動物の利用やジビエ料理に関心を持つ飲食店や飲食業者、個人（ジビエとマタギの会等）を掘り起こした。

・事業の展開に連れて、三河山間部の自治体や行政担当者及び農産物直売所などと知り合い、有効活用型獣害対策について連携・協働の素地が生まれた。

３、＜事業の到達点・得た知見や課題認識等。＞

・解体施設が完成し、精肉の食用化や販売活動が可能となったこと。
＊解体施設は、「三州マタギ小屋」、お店は、「三州マタギ屋」
・有効活用できる猪肉や鹿肉、皮革等を確保するためには、適切な方法で捕獲・屠殺・解体をしなければならないこと。単なる獣害駆除としてだけの観点で、例えば鉄砲などで屠殺した場合は、傷害により食肉や皮革など有効活用できなくなること。適切な教育指導・研修が必要。製造と販売は表裏一体であることがわかった。
・解体施設建設の取り組みを通して、捕獲製造に関わるコア的な人材を結集できたが、長い経験を積むことが必要であることがわかった。

・また、捕獲解体作業が過酷なため、たくさんの若い人材を得ることは大変困難であることがわかった。

・「肉食」は、「生命を頂く」ことであることの重みへの認識が必要であること。

・「山村地域活性化・有効活用型獣害対策」の取り組みは、地域で個々バラバラな取り組み方ではなく、三河中山間部全体で協働連携して取り組むことがふさわしいこと。
・ビジネス化にあたっては、計画的な捕獲数である必要があること等から、自由な市場競争による取り組み方は避けるべきであると思われること。
・従って、事業（販売等）にあたっては、山村活性化有効活用型獣害対策の意義を理解し共感する人々によって作り上げるべきであること。
４、＜平成23年度実施内容＞

（１）基本方針

■農山村と都市の協力による適確な製造（生産）と販売（消費）の仕組みを作る。
■三河中山間部全域の協力による「有効活用型獣害対策」の仕組みを作る。

■額田の解体施設（三州マアギ小屋）の安定的な運営体制を作り、モデル化する。

（２）具体化方針

Ⅰ、【製造（捕獲・屠殺・解体処理・製品製造）と獣害対策】
①【現況認識】
・額田での捕獲・駆除の頭数は、イノシシが年間およそ200頭～300頭、岡崎でおよそ1000頭。豊田市でおよそ2000頭、その他新城市・北設楽郡でおよそ1000頭。県内で約4000頭。シカは、県全体でおよそ1500頭。

・捕獲分は成獣が多いが、駆除分は（補助金制度の弱点）幼獣・稚獣がかなり含まれていて、有効活用度合いは低下する。

・捕獲、駆除いずれも、現在の捕獲・屠殺方法である限り、多くのものは品質が備わらず有効活用は困難なこと。有効活用のためには、捕獲・屠殺・解体方法の適切な指導・普及が必要なこと。
②【額田解体施設（三州マタギ小屋）の安定運営】
・額田解体施設を安定運営できる人的・財政的体制を確立する。人材研修を続ける。
　　⇒雇用は、継続雇用者2名にプラスして新規雇用者2名が必要である。

　　　　＊製造関係で３名（うち１名事務業兼務）、販売関係で１名。

・安心安全安定した製品の製造体制を確立する。

　　⇒冷蔵、冷凍、パッケージによる衛生的・安全安心食品。

　　⇒ミンチ、薄切りなどの需要に沿った製品の製造。

・付加価値づくりを積極的に行う。

⇒加工品（ハム、ベーコン、パテ、佃煮、レトルト食品等）のモデル開発を行う。

　　＊各１品以上開発する。

⇒皮革や鹿角は工芸品の原材料としての販売や工芸品開発を検討する。

　　＊各１点以上開発する。

・協力飲食店とともに、レシピ開発に取り組む。
　　　＊３０種以上のレシピ開発し、レシピ集を作る。
③【三河中山間部連携】
・三河山間部（西部）で連携して活用し、製造する仕組みをモデル開発する。（捕獲したイノシシ・シカなどを運搬し処理する方法などを想定。）
　　⇒西三河地区連携意見交換会を3回程度実施。
・東三河・奥三河地区での経験交流・意見交換会を実施し、額田モデルを紹介、奥三河地区での有効活用型獣害対策（解体施設づくり）に資する。

　　⇒設楽町、東栄町、新城市等で各1回程度開催する。

　
④【その他】
・獣害対策及び有効活用について、全県的な意見交換会を実施する。

　　⇒1回程度開催する。

Ⅱ、【販売】

①【現況認識】
・名古屋地区でのイタリアンやフレンチレストラン等からの（ジビエ料理素材としての）需要度は大変高い。現在、これらのレストランでは、イノシシは輸入、シカは北海道（エゾシカ）から空輸に依拠している。地産地消及び近隣地からの食材入手に関心は高い。
・インターネットでは、イノシシ（上肉）で8000円～15000円程度、シカ（上肉）で5000円～10000円程度で取引されている。市中で、ジビエコース料理は、10000円を超える。

・イノシシ肉に対して、「臭い」との予断があるが、「ジビエとマタギの会」会員や各種イベント、飲食店での試作・試食によれば、「臭わない」「美味しい」との評価があり、適切な処理がされていれば、十分流通する。
・ココイチなどの大手チェーン店も利用に乗り出している。
・全国各地で、有効活用のための解体施設づくりが進んでいるが、成否のポイントは販売体制づくり、日本人の好みにあったレシピ開発にある。

②【名古屋など都市部への販売政略】
【基本】
・飲食店などの団体や個人とも、事業の趣旨（山村地域活性化・有効活用型獣害対策）に賛同する会員制で販売し、現地見学会、交流イベント、製品発表会等を共同で実施し、生産者と消費者の顔の見える関係、信頼関係づくりを背景に販売する。

・会員登録は、「ジビエとマタギの会」への登録とする。

　　⇒個人会員は５０名程度目標

　　⇒団体会員は２０団体程度目標

・インターネット販売及び宅配便配達を活用する。

・デザイナーや美術系学生に協力をよびかけ、商品や包装デザインなどを制作する。

・消費者や料理店等にアンケートを依頼し、反応を回収し製品の質を高めたり、新商品開発につなげる。

　　⇒500件回収を目標

【個人会員】
・個人会員については、「ジビエとマタギの会」を内容を改編し会員拡大する。（解体施設建設前の状況を前提にした会運営から公式販売が可能になった現状へ変化させる。トラスト型購買会員とする。）

　　⇒50名程度会員獲得する。（再掲）
【飲食店等団体会員】
・飲食店、施設などへは、お店やシェフのネットワーク（同業組合等も含む）や料理学校、「いいともあいち」ネットワークを活用し積極的に参加勧誘する。登録会費は不要。

・会員登録した料理店やシェフによるレシピや料理、加工品などの製品発表会・試食会・事業説明会を実施し、メディアへの露出を演出するとともに、「製品・成果物」の評価を共有し生産者と消費者が一体感を持って事業を推進する。

　　⇒登録会員は２０店舗程度を確保する。（再掲）
　　⇒全体的発表・説明会は、名古屋市２回、岡崎市、豊田市、他で各１回程度開催。

　　⇒希望する飲食店で試作試食発表会を個別開催する。

・利用店は、地産ジビエを扱う店のシンボルマーク（緑提灯のような）を作り他の店との区別化をする。

③【岡崎市地元や三河中山間部における販売戦略】
・各農産物直売所等希望施設（飲食店）での「試作試食発表会」を個別開催する。

　　⇒5回程度開催

・市町村商工会や農産物直売所、道の駅等三河山間部の団体・施設との連携による地産名産品開発を推進し販売に結びつける。

⇒三河ジビエフェスタを実施する。（初冬に１回）

Ⅲ、【広報戦略】

①【広報宣伝ツールの製作】
・事業説明パンフレット、商品紹介パンフレットの制作。

　　⇒10000部制作。販売活動やイベントで使用。市町村など関係団体・施設に配布。
　　⇒個別商品のうち、特筆したい商品の案内チラシ。5回程度作成し配布。
・広報ビデオ制作。

　　⇒有効活用型獣害対策を宣伝するビデオを制作する。10分程度１本。

　　　　ＷＥＢサイトにアップする。説明会で活用。関係団体に配布。

・ＷＥＢサイト制作

　　⇒ネット販売可能なサイトを制作する。

・Youtubeの活用など「動画」を活用しネットでの宣伝・紹介・販売に力を入れる。

②、広報宣伝活動

・マスコミなどに積極的に報道を依頼し、社会啓発し、事業参加者・協力者を拡大する。

Ⅳ、【実施体制】
①【人材の確保。継続雇用２名・新規雇用者２名と研修】
・「捕獲」「解体処理」「製品製造」「調理」などいわゆる「製造部門」に３名、うち１名は事務管理兼務兼務、「販売・営業」「イベントの企画・運営」「広報宣伝・マスコミ対策」などいわゆる「販売部門」に1名、合計4名の従事者が必要と想定している。

・現在、製造部門で1名、製造兼事務管理1名を既雇用している。従って、新規に「製造部門」1名、販売部門１名の雇用を図る。

・製造部門について、額田現地で従事する者と三河山間部広域で従事する者を想定。

・食肉処理、食肉販売に関しては、衛生管理が重要で且つ許可事業であり、十分な研修を実施し従事させる。

②【継続性の担保】
・中部猟踊会と緊密に連携し実施体制を確立し、２４年度以降継続できる体制をつくる。

・継続実施が可能になるための人材研修を引き続き実施し、技能の向上を図る。
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